






















第一章  社会資本アセットマネジメントの意義と管理主体論 
第二章  所有権移転手法によるアセットマネジメントの有効性 
第三章  課題解決策としての所有/運営モデル 

































日本の人口は 2010年国勢調査によると、2008年の 1億 2,806万人をピークに、2030年


















2013年度 約 3.6兆円 
2023年度（10年後） 約 4.3～5.1兆円 
2033年度（20年後） 約 4.6～5.5兆円 












































                                                   
4 http://www.mlit.go.jp/policy/shingikai/sogo03_sg_000048.html 
5 経常収支比率＝        経常経費充当一般財源        ×100       






分野 公物管理法 対象 主体・管理者など 
公有
財産 


























道路法第 15条 都道府県道 都道府県 
道路法第 16条 市町村道 市長村 
道路整備特別措置法第









道路運送法 自動車道 民間企業 
公園 都市公園法第 2条 都市公園 地方公共団体又は国 
都市公園法第 5条 都市公園 私人、民間事業者、地方公共団体、公益
法人、ＮＰＯ法人、中間法人など 















































































































































る BLT（Build Lease Transfer）方式や、民間が建設した施設を、公共が買い取り、民間にそ























事業 総合センター「文化会館」（客席数 1,376 席）、「中央図書館」、「生涯学習センタ
ー」、「歴史館いずみさの」の 4 施設で構成 




駐車場 9,803.9 ㎡ 
自転車置場 49.2 ㎡        計 34,821.4 ㎡ 
竣工 1996年 
建設費 297億円（うち 233億円は、地方債の発行で資金調達） 




年間維持管理費 3億 3930万円（指定管理料含む）2014年度実績 
（出典） [泉佐野市公共施設白書]に基づき筆者作成 
提言を踏まえ、市は「条件付売却方式」で事業者を選定した結果、提案者：三菱 UFJ リ
ース株式会社、買受人：セントラルコンパス株式会社7が 136 億 8360 万円（税込）で当資
産を買い受けることとなった。リース期間は、2016 年 4 月 1 日から 2041 年 3 月 31 日ま












事例 2 花月競輪場 神奈川県 
神奈川県では、1990 年代後半、財政状況が悪化し、行財政運営に必要な財源が不足する
深刻な状況にあった。理由は、バブル経済崩壊後の長引く景気の低迷により、県税収入は














                                                   
7 三菱ＵＦＪリース株式会社 100 ％子会社 









































































































































庁舎 3,453,722㎡ 4,660円 55,920円 約 1,931億円 
職員公舎 976,495㎡ 1,195円 14,340円 約 140億円 
（出典）別紙 1 民間利活用収益額試算根拠より筆者作成 







                                                   
9 試算根拠は、本文末の「別紙 1 民間利活用収益額試算根拠」を参照されたい。 
社会資本ストック移転 VFM ＝ ①維持管理・運営コスト削減額 + ②売却収益額 
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14 算定に利用したのは、宮城県（2009年 9月時点）、青森県（2007年 6月時点）、京都府（2005年 10
月時点）、島根県（2009年 11月時点）、徳島県（2010年 5月時点）、福島県（2011年）、石川県 2009年
5月時点）、長野県（2011年）、鳥取県（2014年 10月時点)の公表データである。 
